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 「船体構造の振動は造船技術者にとって永久の課題である」と言われている。これは船を取

り巻く社会的環境が時代とともに変化し、振動発生の態様が変化するので、従来の予想を越え

た振動現象を生じたり、またかつては有効であった防振手法も効力を減じたりして、新たな振

動問題を生じるためである。したがって船体構造の振動は時代とともに変化するので、これに

適した防振設計法や防振装置は変化せざるを得ず、不断の進歩と開発を要求される。 
 
さて近年の経済競争の激化により燃費改善の要請が強まったが、このため大型コンテナ船や

VLCCでは船体上部構造の振動や機関室内タンク構造の振動問題が発生した。このうち上部構
造の振動問題は、過去にも発生してきており種々の対策により解消していたものであるが、こ

こ最近様相を変えて再発している。船体上部構造で万一振動が発生すると、乗組員の居住性や

機器の正常な保全を損なうものであるが、その一方で大がかりな補強を実施しても振動を止め

ることが困難であるため、ひとたび発生すると大きな問題となる。 
また機関室内タンク構造の振動は、従来は大きな問題とならなかったものであるが、新たな

問題として近年発生している。タンク構造で振動が発生した場合、タンク構造の亀裂損傷につ

ながり、これにより内部の油や水が漏洩し大きな事故となるため、タンク構造の振動は重要で

ある。 
さらにはレジャー時代の到来とともに客船や高速フェリーなどの建造が盛んに行われるよ

うになったが、このような船舶では局部振動に対する乗客の厳しい要求に応えるという技術上

の問題が発生した。 
 
さて船舶で発生する有害な振動を初期設計段階で未然に防止するためには、精度良い予測に

もとづく防振設計技術と、万一振動が発生した際に適切に防振できる防振装置の 2つが不可欠
である。 
このうち船舶の防振設計手法には大別して、船体構造と起振外力との共振を防ぐ共振回避設

計法と、たとえ共振したとしても応答値を許容値以下に抑えるという振動応答許容値設計法の

2種類があるので、最初に振動現象を等価な数値モデルに置き換えることにより固有振動数を
予測して、共振を回避する設計を行うのが通常である。 
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しかしながら共振回避設計法が成立するためには、例え回避する振動モードの固有振動数が

精度良く解析できたとしても、設計により対象構造の固有振動数が共振回避域に設定できるこ

とが必要であり、種々の制約からこの条件が満たせない場合には、共振回避設計法は有効に機

能しない。したがってその場合には振動応答解析にもとづく設計法を適用するというステップ

に移行することになるので、次の段階では振動応答解析設計を実施することになる。 
この振動応答解析設計を実施して予測された応答レベルが許容レベルを超える場合には、応

答レベルを減少させる手段を検討することになる。しかしながら設計的に有効な手だてを打つ

ことができなければ、次の手段として適切な防振装置を開発してそれを設置することが必要と

なる。 
 
上記の事情から、振動の少ない船を実現するためには、共振回避設計法、応答解析設計法な

らびに防振装置開発の 3つの分野でバランス良く研究し、その時代に即した総合的な防振シス
テムを実現することが重要である。 
 
船体構造の振動は古くから取り扱われた技術分野であるが、本論文でとりあげたのは、環境

の変化によりここ 10年ほどの間に損傷を生じたつぎの振動問題である。 
（ａ）機関室内タンク構造の共振回避設計法  （第 2章） 
（ｂ）船体振動の応答解析設計法   （第 3章） 
（ｃ）上部構造用能動型制振装置の開発  （第 4章） 
（ｄ）主機弾性支持方式の設計法   （第 5章） 
 
最初に第 2章では、機関室内タンク構造の共振回避設計法を研究した。近年機関室や船体後
部のタンクでは振動に起因する損傷が発生しているが、設計段階では各構造部材の固有振動数

を検討し、起振力との共振を回避するように部材寸法を決定しているので、このような損傷を

生じるのは予想外のことである。 
このような損傷の発生原因としては、機関室内のタンク配置の制約からタンク形状がいびつ

なものとなりがちであり、このためタンクの対向壁面をなす壁が相互に干渉し合って、タンク

内部の付加水を増大させているものと考えられる。 
したがって損傷防止を目的として機関室内タンク構造の共振回避設計法を実現するために、

最初にパターン別に固有振動数低下のメカニズムを分類し、次に矩形タンク囲壁を構成する防

撓平板の接水時固有振動数の算定式を導いた。さらに本算定式の解析精度を検証したのち、こ

れを使用してシリーズ計算を行い、タンク形状が最低次固有振動モードの発生に与える影響を

検討して、防振設計上の留意点を得ることができた。 
 
第 3章では、主として船体上部構造のように大型の局部構造に対する応答解析設計法の研究
結果について述べた。 
第 3.2節では、高精度な応答解析を実現するために実施した、高精度計測データの取得方法

について記述する。すなわち VLCCを供試船として、上部構造頂部に設置した電磁式アクティ
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ブ制振装置（以下 AMD と略記）を起振機として使用してスイープ加振試験を行い、上部構造
の応答特性を計測した。これにより高精度な伝達関数を取得した。 
第 3.3節では高精度の大型 FEM構造モデル化手法を検討するために、上部構造の振動特性
に影響を与える可能性のある局部構造を忠実にモデル化した FEMモデルを使用してシリーズ
計算を行い、精度良い FEMモデルを作成するためのモデル化指針を検討した。 
第 3.4節では、減衰がいわゆる Rayleigh減衰、すなわち [ ] [ ] [KMC ]βα += に従うものと仮

定して、直接マトリクス演算することによりモード解析を利用せずに応答を計算する方法を利

用した減衰同定法を開発し、模型架台による起振機試験結果にて本法の有効性を確認した。 
第 3.5節では、従来の振動応答解析では無視していた流体非圧縮性の仮定を検証した。すな

わち流体の圧縮性の影響度を検討し、流体力は付加水質量として作用するのみならず、圧縮性

により減衰力としても作用するので、振動応答解析では流体圧縮性を考慮する必要がある場合

が存在することを確認した。 
第 3.6節では減衰の推定をさらに高度化するために、Rayleigh減衰の仮定を拡張して付加水

質量の影響を分離して取り扱うために、減衰を [ ] [ ] [ ] [KMMC wwss ]βαα ++=  として表すも
のと仮定した。この分離の仮定を検証するため、最初に箱形模型による起振機試験を、空中お

よび水中にて実施し計測データを得た。次にこの計測データに対して第 3.4節の同定法を適用
し模型実験による結果から同定法が適用できることを示した。さらに第 3.2 節で得られた
VLCCの高精度起振機試験結果と第 3.3節および第 3.5節で求めた高精度モデルに対して本同
定法を適用することにより、減衰係数の組み合わせを求めることができることを実験的に示し

た。最後に VLCC上部構造の応答を解析して、十分実用的な精度で推定できることを確認した。 
 
第 4章では、万一大きな上部構造振動が発生した場合、これを効果的に抑制するための防振
装置の開発について記述した。 
船舶の上部構造の振動は、複数の起振源があるため、一般的に複数の振動数成分の重ね合わ

せとなっている。またこれらの起振力は、大きさや位相が船の運航状態によって変動する。し

たがって、このような振動に対しては、振幅変動や位相変動に追随でき、なおかつ複数の振動

成分に対応できる制振装置の開発が必要となる。 
 これに対し、本論文では電磁アクチュエータとアクティブ制御方式を組み合わせた電磁式ア

クティブ制振装置を開発したことを述べる。本装置では構造物の振動数をセンサーにより検知

し、その信号をもとに制御則を用いて可動マスの動きを最適にコントロールして制振する能動

制御方式であり、振幅変動や振動数変化に追随できるだけでなく、複数の起振成分の低減に効

果があるものである。 
 開発に際しては最初に枠組み架台を用いた陸上での起振試験と制振試験により装置が正常

に作動することを確認し、つぎに制振装置実用機を製作し VLCCおよび大型撒積貨物船に搭載
し、これらの航走試験を実施して実船の上部構造振動に対しても、良好な制振効果が得られる

ことが確認できた。 
 
第 5章では、船体への起振力伝達を低減するための主機弾性支持支持方式の開発について記
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述する。大型客船や大型フェリーなどでは多数の乗客が乗船し、船上で長期間にわたり生活を

送ることになるので、快適な居住性や静粛性を実現することが必要なるが、そのためには起振

力を減少させる手法が振動防止に有効である。 
船の振動起振源には、大別して主機とプロペラの２つがあるが、プロペラ起振力の減少には

変動圧力の低減を狙ってハイスキュー・プロペラが採用されている。 
一方主機による起振力減少方法として主機弾性支持方式の設計法を開発し、これを客船とし

ては初めて中速ディーゼル主機関に適用した。 
大型客船への主機弾性支持方式の適用に当たっては、最初に中速ディーゼル主機関の起振次

数を検討して、低減対象とする起振周波数帯を決定した。つぎにこの次数の主機起振力の伝達

率を検討するために主機応答計算法を考察し、これを用いて最適弾性要素配置を決定した。さ

らに客船建造時に弾性要素を鋼製要素に入れ替えることにより弾性支持方式の作動と非作動

を実現して、主機起振力の伝達率、構造の振動を計測し、本防振方式の有効性を確認した。 
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